
セキュリティ対策
中 小 企 業 の

原因でセキュリティインシデントが発生するなどの恐れが
ある。21年度調査では、さらに確認方法について質問
をした。その結果、確認していると回答した組織の６割
以上がセルフチェックを行っていた。
■委託元ではテレワークを考慮した業務委託契約が
　進んでいない
業務委託契約における情報セキュリティ上の要求事項
の取り決めについて、委託元は取り決めた割合が10.２
～21.２％であるのに対し、委託先（ＩＴベンダ）は41.７
～57.８％と大きな差がある（図参照）。21年度調査では
委託先のテレワークの導入率は97％と非常に高く、実
施割合は全社員の50～80％未満、実施頻度は週３～４
回が最も多い回答であった。
このように委託先ではテレワークで業務を行う可能性
が高く、再委託先に対してもテレワーク時のセキュリティ
対策について意識されている。委託元も業務委託する
際は、テレワークで実施されてもよい業務なのか、情報
の安全は確保されるのかといったことを確認・検討し、
取り決めをすることが大切である。
本調査報告書についてはＩＰＡのウェブサイトに掲載し
ている。自社の取り組みの参考にしてほしい。

（独立行政法人情報処理推進機構・江島将和）

ルール整備や確認作業が不十分
テレワークは新型コロナウイルスの感染拡大防止のた

めに、多くの企業が導入し、新しい勤務形態として定
着しつつある。独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰ
Ａ）は、急速なＩＣＴ環境の変化がセキュリティ対策な
どにどのような影響を与えているかを２０２０年度に調
査（20年度調査）したが、その後の１年間の変化を確
認するため、「企業・組織におけるテレワークのセキュリ
ティ実態調査」（21年度調査）を実施し、６月に報告書
を公開した。その結果、事業継続を優先するために、
セキュリティ対策が緩和されたり、ルール整備や確認
作業が不十分なままになっており、ガバナンスの低下が
懸念される状況が確認された。調査結果のポイントは
次のとおり。
■コロナ禍でのセキュリティ対策の特例や例外が
　増加・長期化
機密情報を含む会社支給ＰＣの持ち出しについて、

特例や例外で一時的に認めた組織は33.５％であり、
20年度調査（26.９％）よりも増えている。電子記憶媒
体による機密情報の持ち出しについても同様に増えてい
る。コロナ禍の制限された環境下において事業を継続
するため、特例や例外により条件の緩和や手続きを簡
略にすることはやむを得ない状況であったかもしれない。
しかし、特例や例外でセキュリティ対策は脆弱（ぜい
じゃく）になるため、その状態が常態化してしまうこと
は、リスクを増大させることになる。利用禁止に戻す、
あるいは別の対策の追加やルール化して利用を許可する
などの対策の実施が必要である。
■３割以上の組織がテレワークに関する社内規定・
　規則・手順の順守状態の確認を実施していない
テレワークに関する社内規定・規則・手順の順守状

態の確認について、順守状況を確認している組織は64.
５％であり、20年度調査（45.４％）よりも改善してい
る。しかし、３割以上の組織が「確認していない」と回
答している。規定や手順が取り決められていても、順守
状況を確認できていないことにより、内部不正の機会
の増加や、気付かないうちに規定に違反していることが

テレワークのセキュリティ実態を調査

「2021年度調査」はこちら

当所では「Fukuoka Growth Next」(以下、FGN)と連携し、地場中小企業とスタート
アップとのマッチング支援に取り組んでいます。
本コーナーでは、FGNに入居しているスタートアップの活動や取組みをご紹介し、
地場中小企業のイノベーションや新たな価値創出を目指します。（隔月掲載）
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導入いただいた糸島市の牡蠣小屋
業務効率化だけでなく、

スタッフ教育も簡素化されたと好評です！

コロナ禍で急増した
テイクアウト・デリバリーに対応した
オーダーシステム「どこでも注文くん」

「いつでも注文くん」イメージ
お店に合わせて選べる３プラン！

月額9,800円（税別）～

　お客様のLINEから注文できるテーブルオーダーシステム「いつでも注文くん」は、糸島市の牡蠣
小屋15店舗でご活用いただいています。
　非接触によるコロナ感染防止対策、レジ打ち等のスタッフ教育に掛かるコスト削減に効果を実
感いただいています。さらに、LINEの友だち登録で蓄積した顧客情報をもとに、クーポンや開店
状況を発信するなど、リピーター率の向上につながっています。まさに一石三鳥でお喜びいただい
ています。
　このように、これまで合計約300店舗の飲食店様に導入いただき、活用いただいています。

導入事例

　単純作業や日々のルーティン作業などをデジタル化により業務効率化し、その空いた時間を、人と人とのふれあいでしか生むことのできない
“おもてなしの時間”に使っていただける環境を提供することが私たちの使命だと思っています。
　人手不足や業務軽減、集客やリピーター獲得など、店舗経営におけるお悩みを一つでも抱えている企業様は、ぜひ弊社までご相談ください。

今後の展望

　LINEのミニアプリを活用し、テーブルオーダーシステムや、テイクアウト・デリバリーの事前注
文・決済システム、通販システム、順番待ちシステム等、飲食店における業務効率化を実現する様々
なシステムを開発・提供しています。
　ご来店されるお客様が日頃使用しているLINEアプリから上記ツールを利用できるため、新たに
お店独自のアプリをダウンロードしたり登録したりする手間が不要です。
　また、お客様にお店のLINEに友だち登録していただくため、お客様とお店のスタッフがメッセー
ジのやりとりができることはもちろん、蓄積された顧客データをもとにした情報発信など、お客様
との関係構築にも役立ちます。
　さらに「昨今では」、新型コロナ対策として非接触のサービスが求められる点からも注目されています。
　イチからお店独自のアプリを開発するよりも手間がかからないため、初期費用をほとんどかける
ことなく導入いただけます。

サービスの内容・特徴
お客様自身のLINEアプリを活用した様々なシステムをご提供します

経営支援グループ　TEL：092-441-1146お問い合わせ

　弊社代表の赤野が飲食店で働いていた際に感じた、「注文を取る手間や会計作業によって、十
分な接客ができていない」という課題を解決したいと思ったことが起業のきっかけです。
　特に昨今では、人手不足などにより飲食店を取り巻く環境がより一層厳しさを増す中、飲食店
が生き残るためには、人でなくてもできる業務をＩＴに置き換えるなど、生産性を向上させてより
質の高いサービスを提供していくことが重要だと考えています。
　そこで、その一助となるのが、弊社が開発したLINEを活用したセルフオーダーシステム「いつで
も注文くん」です。

LINEを活用したセルフオーダーシステムで飲食店の業務改善を

起業のきっかけ
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